
事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

作成日：平成 27年 9月 30日 

担当部署：社会基盤・平和構築部 

都市・地域開発グループ第一チーム 

１．案件名 

国 名：ニカラグア国 

案件名： （和名）マナグア市都市開発マスタープランプロジェクト 

 （英名）Project for Urban Development Master Plan for Managua City 

２．協力概要 

（１）事業の目的  

マナグア市の都市開発マスタープランの策定を支援することにより、同市の土地利用の適

切な管理及び主要な都市インフラの計画的・効率的な整備に寄与する。 

（２）調査期間  

2016年 1月～2017年 4月を予定（計 16ヶ月） 

（３）総調査費用     4.1 億円  

（４）協力相手先機関  

マナグア市役所 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）  

マナグア市（289Km
2）の都市開発マスタープラン（（１）土地利用計画、（２）都市交通計

画、（３）都市開発上の優先事業の提案を含む）。 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

ニカラグア国の首都マナグア市は、同国最大の都市であり、全人口の約 17％にあたる 103万

人が居住している。同市の人口は、2005年から 2012年にかけて約 10％増加したが、マナグア

市の近隣市（マサヤ市（約 17 万人）、ティピタパ市（約 13 万人）、シウダー・サンディーノ市（約 10 万

人））の人口増加率は、同期間で約 26％とマナグア市の増加率を上回っており、市街地がマナグ

ア市域内に留まらず、周辺部へと拡大している状況が見られる。他方、マナグア市の人口密度

（38.51人/ha）は、中南米諸国の首都の平均（70人/ha）と比較して低く（UNHabitat、2012）、

このことはマナグア市内の利用可能な土地が有効に活用されないまま、市街地が拡大している

状況を示唆している。 

低密度の市街地拡大がこのまま無計画に進行する場合には、都市インフラの整備や維持管理

にかかる財政負担の増加や都市機能の効率性の低下等をもたらし、結果、都市の持続可能性が

損なわれる。そのため、土地利用計画に基づき適切に土地利用を規制・誘導していく必要があ

るが、現状、マナグア市は土地利用を規制・誘導するための有効な計画や手段を十分に有して

いない。 

かかる状況下、マナグア市は首都圏を構成する近隣市と連携し、米州開発銀行の新興・持続

的都市開発イニシアティブ（Emerging Sustainable City Initiative：ESCI）の下、持続的な都市

を実現するために優先的な取り組みが必要とされる首都圏の課題抽出と、それら課題への対応

策の検討を目的とする調査を行った。調査結果は、2013年に持続可能なマナグア行動計画（Plan 

de Acción – Managua Sostenible）として纏められ、無計画な市街地の拡大に対処するため、土

地利用を適切に誘導・規制する手段として、土地利用計画・都市計画を策定する必要性が指摘

された。また、マナグア市では 1999年に策定された都市交通計画が目標年次（2018年）を迎えよ

うとしていることから、土地利用と密接な関係を有する都市交通計画の見直しについても併せて高い

優先度を置いて対応すべき課題として挙げられた。 

マナグア市は、1931年、1972年の地震により首都機能が著しく損なわれた過去があり、また、

市の北部と南部では 1000 メートル近くの高低差があるという地形的な要因により北部は降雨

の度に浸水被害を蒙るなど、自然災害に対する脆弱性の軽減もマナグア市の持続可能な都市開



発を考える上での重要な視点となっている。 

本件は、上記を背景として、効率的な土地利用をベースとした都市開発や都市防災における

豊富な知見や経験を有する我が国の支援を得て、広域的な視点を持ちつつ、持続可能な都市を

形成するための基本計画を策定したいというマナグア市の希望を受け、ニカラグア政府より我

が国に支援の要請がなされたものである。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置づけ  

ニカラグア国では、2001 年 9 月に政令第 90-2001「土地利用のための総合政策（Política 

General para el Ordenamiento Territorial）」が制定されており、①均衡かつ統制のとれた経済発

展を達成すると同時に国民の生活環境改善を目指すこと、②自然な人口流動が秩序ある形で進

み、国の社会経済開発に資すること、③天然資源等の持続的な利用にかかる技術的な指針に基

づき、国土の適切な利用を図ること、④土地利用計画の策定プロセスに戦略的に災害の防止・

緩和策を統合し、同対策の促進や実施に貢献すること、⑤戦略的空間計画を通じて国の代表的

な生態系を保護すること、⑥雇用機会や社会経済インフラ基盤の整備につながる「居住地の調

整システム」を構築し、同システムが機能するよう貢献すること、⑦生産活動の包括的かつ調

整のとれた発展を達成することが謳われている。本プロジェクトは、同政策に基づき、国内で

最も人口の集中するマナグア市の都市開発計画を策定するものである。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性  

本プロジェクトの計画策定対象地域（マナグア市）の南部に隣接するニンディリ市、ティクア

ンテペ市、エル・クルセロ市の 3市については、2013年にノルウェーの支援により土地利用計

画（Plan de Ordenamiento Territorial：POT）が策定されている。また、マナグア市を構成する

7地区のうち第 5、第 6、第 7の 3つの地区についても議会承認は得られていないものの、地区

レベルの POT案が策定されていることから、本件の実施に際しては、これら既存計画との整合

性の確保に配慮する必要がある。また、米州開発銀行は雨水排水管理マスタープランの策定や

旧市街再開発等の支援を ESCIの第 2フェーズ（2014-2017）として計画しており、本プロジェ

クトとは補完関係にある。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ 

対ニカラグア国別援助方針（2013年3月）においては、「貧困削減と格差是正による安定した

経済成長」が基本方針として設定され、3つの重点分野が設けられているが、そのひとつが「貧

困層・地域における社会開発」である。 

 本プロジェクトは、上記重点分野への協力を推し進めるために設定された協力プログラム「地

域力の活性化プログラム」の推進に資するものであり、マナグア市の都市機能の効率化、自然

災害への脆弱性の軽減のための基本計画を提供することにより、マナグア市の適切かつ安定し

た開発、住環境・労働環境の改善に寄与し、安定した経済成長への基盤づくりに貢献するもの

である。 

４．協力の枠組み 

（１）調査項目 

１）調査対象地域の現況把握及び課題の分析 

（ア）調査対象地域の現況把握 

（イ）関連法制度、関連機関等の確認及び分析 

（ウ）他ドナーの支援状況、実施中或いは計画中の関連プロジェクトの確認 

（エ）環境社会配慮に関する情報収集・整理 

（オ）調査対象地域の都市診断（持続可能性評価） 

（カ）交通調査の実施 

２）マナグア市の開発ビジョンと開発基本方針の設定 

（ア）マナグア首都圏及びマナグア市の役割と機能の検討 

（イ）マナグア市の開発ビジョンの策定 



（ウ）マナグア市の開発基本方針の設定 

（エ）計画フレームワークの設定 

（オ）開発戦略及び開発シナリオの検討 

（カ）都市の課題と対策の整理 

（キ）戦略的環境アセスメント（SEA）の実施 

３）マナグア市の開発計画の策定 

（ア）マナグア首都圏及びマナグア市の構造・都市機能配置の検討 

（イ）マナグア市の土地利用計画の策定 

（ウ）都市交通計画の策定（既存の都市交通マスタープランの見直し） 

（エ）都市開発における優先事業の提案 

４）都市開発マスタープランの実現に向けた提言 

（ア）アクションプラン（政策パッケージ）の提言 

（イ）都市開発にかかる投資計画（経済・財務面での実現性検討含む）の策定・提言 

５）実施機関の能力強化 

（ア）実施機関の能力及び研修ニーズアセスメントの実施 

（イ）能力強化計画の策定と実施 

（ウ）都市開発マスタープラン、アクションプラン（政策パッケージ）の実施に向けた能力強

化策の提案 

 

（２）アウトプット（成果） 

１）2040年を目標年次とするマナグア市の都市開発マスタープラン 

２）マナグア市役所の都市計画策定・都市管理能力強化 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施 

（ａ）コンサルタント（約 72.5M/M） 

a.総括／都市計画／持続可能性評価 

b.副総括／土地利用計画／GIS. 

c.社会経済分析／開発フレームワーク 

d.都市交通計画／都市交通施設／道路計画 

e.公共交通計画 

f.交通管理計画／制度計画 

g.交通調査／解析 

h.交通需要予測 

i.都市防災／都市防災管理／リスクアセスメント 

j.都市デザイン／建築 

k.上水道計画 

l.水資源／洪水対策 

m.汚水処理／下水道計画／雨水排水計画 

n.廃棄物管理計画 

o.環境／環境社会配慮／パブリックコンサルテーション 

p.経済・財務分析 

q.組織制度／能力開発 

（ｂ）その他 

・国別研修 

・現地におけるセミナー、ワークショップ等 

・調査用資機材 

５．協力終了後、提案計画により達成が期待される目標 

提案計画がマナグア市の基本的な都市開発計画として活用され、計画に基づき土地利用が

適切に管理（規制・誘導）されるとともに主要都市インフラが整備される。 



６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情 

（ａ）政策的要因：市長の交代等による政策の転換により提案計画が形骸化しない。 

（ｂ）行政的要因：関係機関の間で必要な調整が適切に行われる。 

（ｃ）社会的要因：自然災害等の影響により想定外の人口流入・流出が生じない。 

 

（２）関連プロジェクトの遅れ 

特になし 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮  

本件では都市の持続可能性評価を実施することを想定しており、本プロジェクトにより提案す

るマナグア市の都市開発計画が経済・社会開発面のみならず環境面でも持続可能なものになる

よう配慮する計画である。また、計画策定に先立ち、現状分析を行う際には、都市開発におけ

るニーズが男女間で異なる可能性があることを念頭に置き、可能な限り男女別での統計データ

にあたるよう努める。更に、ステークホルダー会議に女性を含む多様な関係者が参加できるよ

う配慮する等、計画に女性の意見が適切に反映されるよう工夫する。 

（環境社会配慮） 

（１） カテゴリ分類：C 

（２） カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4

月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

（３） 環境許認可：本調査で確認 

（４） 汚染対策：本調査で確認 

（５） 自然環境面：本調査で確認 

（６） 社会環境面：本調査で確認 

（７）その他・モニタリング：本調査で確認 

８．過去の類似案件からの教訓の活用 

（１）類似案件からの教訓 

「ベトナム国ダナン市都市開発マスタープラン調査（2009）」では、セクター別の縦割り行政

による情報の分断化が課題とされ、カウンターパート機関が議長となりステアリングコミッテ

ィ・作業委員会の設置や調査に対するフルタイムのカウンターパートの配置を行い、調査の進

捗及びマスタープランの承認作業を支援する部署を明確化することが教訓として挙げられた。 

 

（２）本事業への活用 

本プロジェクトにおいては、カウンターパート機関を議長とするステアリングコミッティを設

置するが、同コミッティにマナグア市の都市開発に関係する主な機関を諮問メンバーとして加

えることとした。これによりプロジェクトの実施段階から都市開発マスタープランの内容を組

織横断的に共有し、計画の円滑な実施に向けた体制構築を図る。また、技術者のレベルにおい

てもテーマに応じてワーキンググループを設置し、都市インフラ整備にかかる主要なセクター

関係機関の巻き込みを図るとともに、日常的にコンサルタントと協働するカウンターパートを

特定した。 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  

・提案する都市開発計画がニカラグア国内の所定の承認プロセスを経て公式化される。 

・都市開発計画での提案事業の実施に向けた検討が具体的に進んでいる。 

 

（２）上記（１）を評価する方法および時期  

事業終了 3年後 事後評価 

 


